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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 
指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

ガス事業生産

動態統計調査 
H17.8.8 集計事務の効率化を図るため、平成17年９月から、経済産業

省において各経済産業局管内分の集計を行うこととする。 
 

経済産業

大臣 
 

社会教育調査 H17.8.11 諮問第301号の答申「平成17年に実施される社会教育調査等の
計画について」（平成17年7月8日統審議第7号）を踏まえ、以
下の変更を行う。 
１ 社会教育調査の「社会教育行政調査」（指定統計調査）に、

首長部局の行う活動等を把握する「生涯学習関連事業等調

査」（届出統計調査）を統合し、学級・講座を実施した施設

数等の事項を追加して実施する。 
２ 調査事項について、前回の統計審議会答申の指摘事項を

踏まえ、新たに、事業の共催相手、ボランティア活動の男

女別登録者数、受動喫煙防止への取組状況等を追加する。 
３ 結果の公表について、施設数及び職員数の市区町村別集

計を実施する。 
 

文部科学

大臣 
 

 
 
２ 承認統計調査の承認 
承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26164 

（旧 No.23653） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師学校養成所入学状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26165 

（旧 No.23654） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師学校養成所入学状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26166 

（旧 No.23655） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（３年課程看護師学校養成所入学状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26167 

（旧 No.23656） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（２年課程看護師学校養成所入学状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26168 

（旧 No.23657） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（准看護師学校養成所入学状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26169 

（旧 No.23658） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（看護師等学校入学状況調査票）（看護大学・短期大学） 

厚生労働

大臣 

No.26170 

（旧 No.23659） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師課程選択者調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26171 

（旧 No.23660） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師課程選択者調査票） 

厚生労働

大臣 
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No.26172 

（旧 No.     ） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校入学状況調査票）

厚生労働

大臣 

No.26173 

（旧 No.23661） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師学校養成所卒業生就業状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26174 

（旧 No.23662） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師学校養成所卒業生就業状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26175 

（旧 No.23663） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26176 

（旧 No.23664） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（２年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26177 

（旧 No.23665） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26178 

（旧 No.23666） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

(看護師等学校卒業生就業状況調査票)(看護大学・短期大学) 

厚生労働

大臣 

No.26179 

（旧 No.     ） 
H17.8.4 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校卒業生就業状況

調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26180 

（旧 No.23456） 
H17.8.4 

衛生検査所検査料金調査 

（衛生検査所検査料金調査調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26181 

（旧 No.21577） 
H17.8.4 

歯科疾患実態調査 

（歯科疾患実態調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26182 

（旧 No.25788） 
H17.8.10 

中小企業実態基本調査 

（中小企業実態基本調査（調査票甲）） 

中小企業

庁長官 

No.26183 

（旧 No.25789） 
H17.8.10 

中小企業実態基本調査 

（中小企業実態基本調査（調査票乙）） 

中小企業

庁長官 

No.26184 

（旧 No.25797） 
H17.8.8 

知的財産活動調査 

（知的財産活動調査票） 

特許庁長

官 

No.26185 

（旧 No.23474） 
H17.8.10 

医薬品価格調査 

（販売業者用調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26186 

（旧 No.23475） 
H17.8.10 

医薬品価格調査 

（医療機関用調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26187 

（旧 No.23476） 
H17.8.10 

医薬品価格調査 

（保険薬局用調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26188 

（旧 No.23478） 
H17.8.11 

特定保険医療材料価格調査 

（販売業者用調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26189 

（旧 No.23479） 
H17.8.11 

特定保険医療材料価格調査 

（医療機関等用調査票） 

厚生労働

大臣 

No.26190 

（旧 No.     ） 
H17.8.11 

特定保険医療材料価格調査 

（保険薬局用調査票） 

厚生労働

大臣 
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No.26191 

（旧 No.23447） 
H17.8.11 

病院報告 

（病院報告（患者票）） 

厚生労働

大臣 

No.26192 

（旧 No.23062） 
H17.8.11 

生涯学習・社会教育施設調査 

（博物館類似施設調査票） 

文部科学

大臣 

No.26193 

（旧 No.23063） 
H17.8.11 

生涯学習・社会教育施設調査 

（民間体育施設調査票） 

文部科学

大臣 

No.26194 

（旧 No.23064） 
H17.8.11 

生涯学習・社会教育施設調査 

（文化会館調査票） 

文部科学

大臣 

No.26195 

（旧 No.23107） 
H17.8.11 

化学物質の製造・輸入量に関する実態調査 

（化学物質の製造・輸入量に関する実態調査票） 

経済産業

大臣 

No.26196 

（旧 No.     ） 
H17.8.11 

自動車燃料消費量調査第二次予備調査 

（営業用貨物車調査票）（１号様式） 

国土交通

大臣 

No.26197 

（旧 No.     ） 
H17.8.11 

自動車燃料消費量調査第二次予備調査 

（営業用旅客車調査票）（２号様式） 

国土交通

大臣 

No.26198 

（旧 No.     ） 
H17.8.11 

自動車燃料消費量調査第二次予備調査 

（自家用小型自動車調査票）（３号様式） 

国土交通

大臣 

No.26199 

（旧 No.     ） 
H17.8.11 

自動車燃料消費量調査第二次予備調査 

（自家用普通自動車調査票）（４号様式） 

国土交通

大臣 

No.26200 

（旧 No.     ） 
H17.8.12 

農林業センサス付帯調査農村集落調査 

（農村集落調査票） 

農林水産

大臣 

No.26201 

（旧 No.25817） 
H17.8.12 

食品流通段階別価格形成調査 

（青果物小売段階経費調査票） 

農林水産

大臣 

No.26202 

（旧 No.25818） 
H17.8.12 

食品流通段階別価格形成調査 

（青果物仲卸段階経費調査票） 

農林水産

大臣 

No.26203 

（旧 No.25819） 
H17.8.12 

食品流通段階別価格形成調査 

（青果物集出荷段階経費調査票） 

農林水産

大臣 

No.26204 

（旧 No.     ） 
H17.8.12 

食品流通構造調査 

（食品流通構造調査（畜産物調査）調査票）（食品製造業用）

農林水産

大臣 

No.26205 

（旧 No.     ） 
H17.8.12 

食品流通構造調査 

（食品流通構造調査（畜産物調査）調査票）（食品卸売業用）

農林水産

大臣 

No.26206 

（旧 No.     ） 
H17.8.12 

食品流通構造調査 

（食品流通構造調査（畜産物調査）調査票）（食品小売業用）

農林水産

大臣 

No.26207 

（旧 No.     ） 
H17.8.12 

食品流通構造調査 

（食品流通構造調査（畜産物調査）調査票）（外食産業用） 

農林水産

大臣 

No.26208 

（旧 No.23467） 
H17.8.19 

国際航空貨物動態調査 

（国際航空貨物動態調査票）（輸入用） 

国土交通

大臣 

No.26209 

（旧 No.23468） 
H17.8.19 

国際航空貨物動態調査 

（国際航空貨物動態調査票）（輸出用） 

国土交通

大臣 

No.26210 

（旧 No.25867） 
H17.8.19 

旅行・観光消費動向調査 

（旅行・観光消費動向調査＜調査票Ａ＞） 

国土交通

大臣 
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No.26211 

（旧 No.25868） 
H17.8.19 

旅行・観光消費動向調査 

（旅行・観光消費動向調査＜調査票Ｂ＞） 

国土交通

大臣 

No.26212 

（旧 No.     ） 
H17.8.19 

有期契約労働に関する実態調査 

（事業所票） 

厚生労働

大臣 

No.26213 

（旧 No.     ） 
H17.8.19 

有期契約労働に関する実態調査 

（個人票） 

厚生労働

大臣 

No.26214 

（旧 No.22138） 
H17.8.29 

全国貨物純流動調査 

（３日間流動調査票） 

国土交通

大臣 

No.26215 

（旧 No.22139） 
H17.8.29 

全国貨物純流動調査 

（年間輸送傾向調査票）（鉱業，製造業，卸売業） 

国土交通

大臣 

No.26216 

（旧 No.22140） 
H17.8.29 

全国貨物純流動調査 

（年間輸送傾向調査票）（倉庫業） 

国土交通

大臣 

No.26217 

（旧 No.25799） 
H17.8.31 

賃金引上げ等の実態に関する調査 

（賃金引上げ等の実態に関する調査票） 

厚生労働

大臣 

 
３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

105051 H17.8.8 県民健康調査 福 島 県 知 事

105052 H17.8.9 地域福祉に関するアンケート調査 京 丹 後 市 長

105053 H17.8.10 ヘルスプラン２１中間評価のための健康に関する調査 さ い た ま 市 長

105054 H17.8.12 男女共同参画に関する企業アンケート調査 熊 本 県 知 事

105055 H17.8.16 毒物劇物保有状況総合調査 岩 手 県 知 事

105056 H17.8.16 看護職員確保対策実態調査 新 潟 県 知 事

105057 H17.8.17 知的財産アンケート調査 山 梨 県 知 事

105058 H17.8.31 市内景況・雇用動向調査 神 戸 市 長

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

205043 H17.8.1 社会貢献活動団体実態調査 栃 木 県 知 事

205044 H17.8.4 中小企業賃金事情調査 茨 城 県 知 事

205045 H17.8.8 高年齢者の雇用等に関する調査 京 都 府 知 事

205046 H17.8.11 教職員の組織する職員団体の実態調査 文 部 科 学 大 臣

205047 H17.8.12 国民健康保険事業月報等 厚 生 労 働 大 臣

205048 H17.8.16 国民健康保険実態調査 厚 生 労 働 大 臣

205049 H17.8.17 患者調査 山 形 県 知 事

205050 H17.8.19 賃金・雇用実態調査 久 留 米 市 長

205051 H17.8.29 患者調査 京 都 府 知 事
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205052 H17.8.29 医療施設調査 京 都 府 知 事

205053 H17.8.31 女性労働実態調査 神 奈 川 県 知 事

205054 H17.8.31 企業の動向，意識に関するアンケート調査 大 阪 府 知 事

 

（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

305006 H17.8.8 生涯学習関連事業等調査 文 部 科 学 大 臣

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定統計調査の承認 

【調査名】 ガス事業生産動態統計調査 

【承認年月日】 平成１７年０８月０８日 

【指定番号】 ００００４３ 

【実施機関】 資源エネルギー庁公益事業部ガス事業課 

【目 的】 ガス事業の生産の実態を明確にし，公益事業に関する基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和２６年以降指定統計調査として実施され，この間昭和４５年度のガス事業法の改正によって，従

来の調査対象であった一般ガス事業者に加えて，簡易ガス事業者（１地点で７０戸以上の顧客に対して

簡易なガス発生装置をもって配管供給しているガス事業者）が調査の対象となった。さらに，平成６年

度のガス事業法の改正によって，大口需要者（年間ガス供給契約量２００万立方メートル以上のガスを

利用する者）に対するガス供給に関する事業規制の緩和に伴う「大口ガス（供給）（事業）（事業

者）」が規定され，新たにこれらの大口ガスの供給，事業，事業者の実態を調査することとなった。 

【調査の構成】 １－ガス事業生産動態統計調査票（様式１），２－ガス事業生産動態統計調査票（様式２） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託） （公表）「調査結果報告書」等（翌々月２０日） （表章）全

国 

※ 

【調査票名】 １－ガス事業生産動態統計調査票（様式１） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）一般ガス事業者，ガス導管事業者及び大口ガス事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５０ （配布）郵送 （取集）調査員・オンライン （記入）自計 

（把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→経済産業局→報告者→調査員→経済産業局→経済

産業省，経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．ガスの生産，購入及び供給，２．需要家メーター，３．原料の入荷，消費及び在庫，４．消

費電力量，５．従業者の就業人員 

※ 

 



【調査票名】 ２－ガス事業生産動態統計調査票（様式２） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）簡易ガス事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，８００ （配布）郵送 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→経済産業局→報告者→調査員→経済産業局→経済産業

省，経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．ガスの生産及び供給，２．需要家メーター，３．原料の入荷，消費及び在庫 



【調査名】 社会教育調査 

【承認年月日】 平成１７年０８月１１日 

【指定番号】 ００００８３ 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 社会教育に関する基本的事項を調査し，社会教育行政上の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３０年８月２４日指定統計に指定され，その後は３年から５年ごとに実施されている。昭和５０

年調査以降においては，３年周期で実施されている。昭和５９年調査においては，青少年教育施設調査

及び婦人教育施設調査が加えられた。また、平成１７年調査では、生涯学習関連事業等調査（届出統計

調査）を社会教育行政調査に統合して実施するとともに、基本的事項について、市区町村別集計を実施

した。 

【調査の構成】 １－社会教育行政調査票，２－公民館調査票，３－図書館調査票，４－博物館調査票，５－青少

年教育施設調査票，６－女性教育施設調査票，７－社会体育施設調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「速報」（平成１８年８月），「社会教育調査報告

書」及びホームページにより公表（平成１９年３月） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－社会教育行政調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）都道府県教育委員会及び市町村教育委員会（特別区教

育委員会，教育事務組合，広域連合及び共同設置の教育委員会を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，３４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．教育委員会事務局の社会教育関係職員に関する事項，２．社会教育委員等に関する事項，

３．社会教育関連事業の実施状況，４．関係法人数等 

※ 

【調査票名】 ２－公民館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）（１）社会教育法第２１条の規定に基づき設置された



公民館，（２）社会教育法第４２条の規定する公民館類似施設のうち，市町村が設置した施設で教

育委員会が所管するもの 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８，８１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省

→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．施設の種別，３．設置者及び管理者に関する事項，４．職員に関する

事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する状況，７．施設の利用状況，８．ボラ

ンティア活動に関する事項，９．公民館運営審議会等の設置状況 

※ 

【調査票名】 ３－図書館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）図書館法第２条に規定する図書館 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，７４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省

→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．設置者及び管理者に関する事項，３．本館又は分館の別，４．職員に

関する事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業の実施に関する事項，７．施設の利用状況，

８．ボランティア活動に関する事項，９．図書館協議会等の設置状況 

※ 

【調査票名】 ４－博物館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）（１）博物館法第２条に規定する博物館，（２）博物

館法第２９条に規定する博物館に相当する施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省

→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 



【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．博物館の種別，３．設置者及び管理者に関する事項，４．職員に関す

る事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する事項，７．施設の利用状況，８．ボ

ランティア活動に関する事項，９．博物館協議会等の設置状況 

※ 

【調査票名】 ５－青少年教育施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）青少年のために団体宿泊訓練又は各種の研修を行い，

あわせてその施設を青少年の利用に供する目的で地方公共団体が設置した社会教育施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３０５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省

→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．施設の種別，３．設置者及び管理者に関する事項，４．職員に関する

事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する事項，７．施設の利用状況，８．ボラ

ンティア活動に関する事項 

※ 

【調査票名】 ６－女性教育施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）女性又は女性教育指導者のために各種の研修又は情報

提供等を行い，あわせてその施設を女性の利用に供する目的で地方公共団体又は民法第３４条の法

人が設置した社会教育施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部省（文部科学

省）→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．設置者及び管理者に関する事項，３．職員に関する事項，４．施設・

設備に関する事項，５．事業実施に関する事項，６．施設の利用状況，７．ボランティア活動に関



する事項 

※ 

【調査票名】 ７－社会体育施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）一般の利用に供する目的で地方公共団体が設置した体

育館，水泳プール及び運動場等のスポーツ施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４，５６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１０月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省

→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．設置者及び管理者に関する事項，３．施設の種類，４．職員に関する

事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する事項，７．施設の利用状況，８．ボラ

ンティア活動に関する事項



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



承認統計調査の承認 

【調査名】 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局看護課 

【目 的】 保健師・助産師・看護師及び准看護師学校養成所の入学状況並びに卒業生の就業状況等を把握し，看

護行政上の基礎資料として活用する。 

【調査の構成】 １－保健師学校養成所入学状況調査票，２－助産師学校養成所入学状況調査票，３－３年課程看

護師学校養成所入学状況調査票，４－２年課程看護師学校養成所入学状況調査票，５－准看護師学

校養成所入学状況調査票，６－看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学），７－保健師

課程選択者調査票，８－助産師課程選択者調査票，９－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校

入学状況調査票，１０－保健師学校養成所卒業生就業状況調査票，１１－助産師学校養成所卒業生

就業状況調査票，１２－３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票，１３－２年課程看護師

学校養成所卒業生就業状況調査票，１４－准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票，１５－看護

師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大学），１６－高等学校・高等学校専攻科５年一

貫教育校卒業生就業状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「看護関係統計資料集」（調査年の１０月頃） （表

章）全国 

【経 費】 １５，３４１ 

※ 

【調査票名】 １－保健師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６４ 調査票承認番号（旧）０２３６５３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）保健師学校養成所（短期大学専攻科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 



【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数，１１．看護師教育歴別入学者数，１２．助産師教育歴別入学者

数，１３．看護業務歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ２－助産師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６５ 調査票承認番号（旧）０２３６５４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）助産師学校養成所（大学院及び短期大学専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数，１１．看護師教育歴別入学者数，１２．保健師教育歴別入学者

数，１３．看護業務歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ３－３年課程看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６６ 調査票承認番号（旧）０２３６５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所３年課程 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 



【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ４－２年課程看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６７ 調査票承認番号（旧）０２３６５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所（短期大学及び高等学校専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別・准看護師業務歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ５－准看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６８ 調査票承認番号（旧）０２３６５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）准看護師学校養成所（高等学校衛生看護科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３１２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 



【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ６－看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１６９ 調査票承認番号（旧）０２３６５８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学・短期大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数，１１．専門学歴別入学者数，１２．看護業務歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ７－保健師課程選択者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７０ 調査票承認番号（旧）０２３６５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．選択者数，２．年齢別保健師課程選択者数，３．一般教育学歴別保健師課程選択者数，４．

専門学歴別入学者数，５．看護業務歴別入学者数等 



【調査票名】 ８－助産師課程選択者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７１ 調査票承認番号（旧）０２３６６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．選択者数，２．年齢別助産師課程選択者数，３．一般教育学歴別助産師課程選択者数，４．

専門学歴別入学者数，５．看護業務歴別入学者数等 

※ 

【調査票名】 ９－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）高等学校、高等学校専攻科一貫教育校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，２．認可年月日，３．学校・養成所名，４．所在地，５．学校・

養成所長名，６．電話，７．設置主体，８．応募・受験・合格及び入学者，９．年齢別入学者数，

１０．一般教育学歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 １０－保健師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７３ 調査票承認番号（旧）０２３６６１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）保健師学校養成所（短期大学専攻科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １１－助産師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７４ 調査票承認番号（旧）０２３６６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）助産師学校養成所（大学院及び短期大学専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６１ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １２－３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７５ 調査票承認番号（旧）０２３６６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所３年課程 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 



（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １３－２年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７６ 調査票承認番号（旧）０２３６６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所（短期大学及び高等学校専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３７０ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １４－准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７７ 調査票承認番号（旧）０２３６６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）准看護師学校養成所（高等学校衛生看護科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４１５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳



（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １５－看護師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大学） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７８ 調査票承認番号（旧）０２３６６６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学・短期大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５１ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 

※ 

【調査票名】 １６－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１７９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）高等学校・高等学校専攻科一貫教育校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月５日、翌年以降５月３１日 

【調査事項】 １．学校・養成所名，２．卒業者数（入学時から卒業に至るまでの変動），３．卒業者の内訳

（就業（都道府県別），進学別）等 



【調査名】 衛生検査所検査料金調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 登録衛生検査所の受託件数及び受託料金等の実態を把握し，診療報酬点数の評価のための基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－衛生検査所検査料金調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

【経 費】 ６，８６７ 

※ 

【調査票名】 １－衛生検査所検査料金調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８０ 調査票承認番号（旧）０２３４５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）「臨床検査技師，衛生検査技師等に関する法律」に基

づき登録している衛生検査所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年９月１６日 

【調査事項】 １．保険診療に関する検査の有無，２．取扱い検体数，３．外部精度管理への参加の有無，４．

検査項目別調査（検査件数及び１検査当たりの検査料金等） 



【調査名】 歯科疾患実態調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局歯科保健課 

【目 的】 我が国における歯科疾患の現状を把握し，これまでの歯科保健諸施策の効果について検討を行い，今

後の歯科保健対策の推進に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－歯科疾患実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査結果報告書（平成１８年６月） （表章）全国 

【経 費】 ２５，８４１ 

※ 

【調査票名】 １－歯科疾患実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８１ 調査票承認番号（旧）０２１５７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１歳以上のすべての世帯員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他

計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・政令市・特別区→保健所→調査員→

報告者 

【周期・期日】 （周期）６年 （実施期日）平成１７年１２月 

【調査事項】 １．市郡区分，２．調査参加の有無，３．性別，４．生年月日，５．歯ブラシの使用状況，６．

フッ化物の塗布状況（１４歳まで），７．顎関節の異常（１５歳以上の者），８．歯の状況，９．

補綴の状況，１０．歯肉の状況（永久歯列），１１．歯列・咬合の状況（１２～２０歳の者） 



【調査名】 中小企業実態基本調査 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 中小企業基本法の規定に基づき，定期的に中小企業の実態を明らかにし，中小企業施策を効率的に実

施するために必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲），２－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（平成１８年３月），「調査結果

報告書（確報）」（平成１８年５月） （表章）全国 

【経 費】 ３４１，８９３ 

※ 

【調査票名】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８２ 調査票承認番号（旧）０２５７８８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業，卸売・小売業，不動産業，飲食店，宿泊業及びサービス業（他に分類されないもの）

のうち法人企業及び個人事業者 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）５５，３２４／母４，３５０，１１７ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１６年度決算期間 （系統）中小企業庁→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１０月８日 

【調査事項】 １．企業の概要（名称，所在地など），２．資産及び負債・資本，売上高及び営業費用，設備投

資等，３．従業者数，４．取引金融機関，５．委託の状況，６．受注の状況，７．工事の受注，

８．製品（商品）の仕入先・販売先，９．チェーン組織への加盟の状況，１０．電子商取引の実施

状況 

※ 

 



【調査票名】 ２－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８３ 調査票承認番号（旧）０２５７８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類の建設業，製造業，情報通信

業，運輸業，卸売・小売業，不動産業，飲食店，宿泊業及びサービス業（他に分類されないもの）

のうち法人企業 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）３９，５００／母４，３５０，１１７ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１６年度決算期間 （系統）中小企業庁→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１０月８日 

【調査事項】 １．企業の概要（名称，所在地など），２．資産及び負債・資本，売上高及び営業費用，設備投

資等，３．従業者数，４．取引金融機関，５．委託の状況，６．受注の状況，７．工事の受注，

８．製品（商品）の仕入先・販売先，９．チェーン組織への加盟の状況，１０．電子商取引の実施

状況 



【調査名】 知的財産活動調査 

【実施機関】 特許庁総務部技術調査課 

【目 的】 本調査は，我が国企業等の知的財産活動の実態を把握するとともに，特許出願の国際的な審査体制の

整備や我が国の知的財産政策の企画立案のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－知的財産活動調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページ（平成１８年２月），「調査

結果報告書」（平成１８年３月） （表章）全国 

【経 費】 ３８，０００ 

※ 

【調査票名】 １－知的財産活動調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８４ 調査票承認番号（旧）０２５７９７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人，個人，公的機関 （属性）調査実施の前々年（２００３年）にお

いて，特許出願，実用新案登録出願，意匠登録出願，商標登録出願のいずれかを５件以上出願した

法人，個人，公的機関。 （抽出枠）出願人別出願件数表（２００３年） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，１４５／母８，１４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１６年度（産業財産権制度の利用状況については歴年） （系統）特許庁総

務部技術調査課→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年９月３０日 

【調査事項】 １．貴社の概要，２．知的財産部門の活動状況，３．産業財産権制度の利用状況（前年度実績，

今年度及び翌年度見込みを調査），４．産業財産権の実施状況 



【調査名】 医薬品価格調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 市場価格調査に基づき決定することとされている使用薬剤の購入価格（薬価基準）（厚生労働省告

示）の改正等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－販売業者用調査票，２－医療機関用調査票，３－保険薬局用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

【経 費】 ３６，９８７ 

※ 

【調査票名】 １－販売業者用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８５ 調査票承認番号（旧）０２３４７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院、診療所（歯科診療所を含む。）及び保険薬局に

医薬品を販売する薬局，一般販売業者、卸売一般販売業者及び歯科用薬剤販売業者。 （抽出枠）

医薬品価格調査客体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，７００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．販売包装単位，６．医薬品コード，

７．販売単価，８．販売数量，９．販売先の数 

※ 

【調査票名】 ２－医療機関用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８６ 調査票承認番号（旧）０２３４７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院、診療所（歯科診療所を除く） （抽出枠）医療



施設調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／母１０６，４００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．購入包装単位，６．医薬品コード，

７．購入個数，８．購入金額 

※ 

【調査票名】 ３－保険薬局用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８７ 調査票承認番号（旧）０２３４７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１か月の処方箋の受付枚数が一定枚数（３００枚）以

上の保険薬局 （抽出枠）保険薬局処方せん取扱い状況調査（（財）日本薬剤師会） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母２９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．総価取引の有無，２．品名，３．規格，４．容量，５．購入包装単位，６．医薬品コード，

７．購入個数，８．購入金額 



【調査名】 特定保険医療材料価格調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 市場の材料価格を調査し，健康保険法の規定により厚生労働大臣が定める「特定保険医療材料及びそ

の購入価格（材料価格基準）」（厚生労働省告示）の改正等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－販売業者用調査票，２－医療機関等用調査票，３－保険薬局用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

【経 費】 ８５，１１５ 

※ 

【調査票名】 １－販売業者用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８８ 調査票承認番号（旧）０２３４７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，一般診療所，歯科診療所、歯科技工所及び保険

薬局に特定保険医療材料を販売する医療機器販売業者 （抽出枠）特定保険医療材料価格調査客体

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）５月から９月。ただし，ダイアライザー，フィルム、歯科材料及び調剤報酬点数表に規定する

特定保険医療材料については９月の１か月間 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．コード番号，２．販売単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．販売数量 

※ 

【調査票名】 ２－医療機関等用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１８９ 調査票承認番号（旧）０２３４７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）病院，診療所，歯科診療所及び歯科技工所 （抽出



枠）医療施設調査，日本歯科技工士会会員名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７３０／母１８１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）５月から９月。ただし，ダイアライザー，フィルム、歯科材料及び調剤

報酬点数表に規定する特定保険医療材料については９月の１カ月間 （系統）厚生労働省→都道府

県→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．コード番号，２．購入単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．購入数量 

※ 

【調査票名】 ３－保険薬局用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９０ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１か月の処方箋の受付枚数が一定枚数（３００枚）以

上の保険薬局 （抽出枠）保険薬局処方箋取扱い状況調査（（財）日本薬剤師会） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母２９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）５月から９月。ただし，ダイアライザー，フィルム、歯科材料及び調剤

報酬点数表に規定する特定保険医療材料については９月の１カ月間 （系統）厚生労働省→都道府

県→報告書 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．コード番号，２．購入単価，３．保険償還単位に換算した入り数，４．購入数量 



【調査名】 病院報告 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の病院，療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従事者の状況を把握して，

医療行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－病院報告（患者票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「医療施設調査・病院報告」（速やかに公表） （表

章）全国 

【経 費】 ８５，９３７ 

※ 

【調査票名】 １－病院報告（患者票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９１ 調査票承認番号（旧）０２３４４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）全国の病院及び療養病床を有する診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，７００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する

市・特別区）→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月５日まで 

【調査事項】 １．病床区分別在院患者延数，月末在院患者数，新入院患者数，退院患者数，２．外来患者延

数，３．病床の種類別月末病床数，４．同一医療機関内の他の種別の病床から移された患者数，

５．同一医療機関内の他の種別の病床へ移された患者数 



【調査名】 生涯学習・社会教育施設調査 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。 

【沿 革】 平成１７年度調査から、調査名を「生涯学習・社会教育施設等調査」から「生涯学習・社会教育施設

調査」に変更している。 

【調査の構成】 １－博物館類似施設調査票，２－民間体育施設調査票，３－文化会館調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「中間報告」（平成１８年９月），「調査結果報告

書」（平成１９年３月） （表章）全国 

【経 費】 ３５，６９０ 

※ 

【調査票名】 １－博物館類似施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９２ 調査票承認番号（旧）０２３０６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）博物館と同種の事業を行い，博物館相当施設と同等以

上の規模を有するもの。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，２４３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）文部科学省→報告者，文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部

科学省→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）国立及び独立行政法人立の博物館類似施設の長：平成１７年１１

月１８日，国立及び独立行政法人立以外の博物館類似施設の長：平成１７年１２月９日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．施設の種別，３．設置者及び管理者に関する事項，４．職員に関する

事項，５．施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する事項，７．施設の利用状況，８．ボラ

ンティア活動に関する事項，９．博物館協議会等の設置状況 

※ 

 



【調査票名】 ２－民間体育施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９３ 調査票承認番号（旧）０２３０６３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）民間の非営利・営利体育施設（企業の職員の福利・厚

生用の施設を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６，８１４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１２月９日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．設置者に関する事項，３．施設の種類，４．職員に関する事項，５．

施設・設備に関する事項，６．事業実施に関する事項，７．施設の利用状況，８．ボランティア活

動に関する事項 

※ 

【調査票名】 ３－文化会館調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９４ 調査票承認番号（旧）０２３０６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地方公共団体及び民間が設置する文化会館（劇場，市

民会館，文化センター等）で固定席数３００以上のホールを有するもの。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８３２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→報告者，文部科学省→都道府県教育

委員会→市町村教育委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１２月９日 

【調査事項】 １．名称及び所在地，２．設置者及び管理者の別，３．職員に関する事項，４．施設・設備に関

する事項，５．事業実施に関する事項，６．施設の利用状況，７．ボランティア活動に関する事項 



【調査名】 化学物質の製造・輸入量に関する実態調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局化学物質管理課，経済産業省製造産業局化学物質管理課化学物質安全室 

【目 的】 １．化学物質の安全確保対策の一環として，「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」の制

定に当時の国会付帯決議に基づき既存化学物質の安全確保のため総点検を実施する際の化学物質選定の

ための基礎資料とする。２．「特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理改善の促進に関する法

律」において事業者が環境への排出量の把握を行う化学物質の選定に当り，製造，輸入，使用等の状況

を踏まえる際の選定の基礎資料とする。３．ＯＥＣＤの加盟国間においても本プロジェクトに参画しデ

ータ取得と評価を行うとともに，結果ＯＥＣＤに報告するために基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－化学物質の製造・輸入量に関する実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）インターネット等（平成１８年２月下旬） 

（表章）全国 

【経 費】 ２，１３０ 

※ 

【調査票名】 １－化学物質の製造・輸入量に関する実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９５ 調査票承認番号（旧）０２３１０７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類「中分類１７化学工業，１８１石油

精製業，２３１製鉄業，２４１非鉄金属第１次製錬・精製業，２４２非鉄金属第２次製錬・精製

業，４９１各種商品卸売業，５２２化学製品卸売業」に該当する事業所 （抽出枠）平成１４年工

業統計調査，平成１４年商業統計調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）経済産業省製造産業局化学物質管理課化学物質安全室→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１１月１０日 

【調査事項】 １．化学物質の官報告示整理番号，化学物質名，ＣＡＳ番号，２．製造実績及び輸入実績，３．

用途コード 



【調査名】 自動車燃料消費量調査第二次予備調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課 

【目 的】 自動車から排出される温室効果ガス排出量を捉えるための基礎データとなる自動車の燃料消費量を正

確に把握する必要性から，調査方法を確立することを目的とする。 

【調査の構成】 １－営業用貨物車調査票（１号様式），２－営業用旅客車調査票（２号様式），３－自家用小型

自動車調査票（３号様式），４－自家用普通自動車調査票（４号様式） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）年度数値として公表（平成１８年７月末） 

（表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－営業用貨物車調査票（１号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，４８４／母１，４１８，４８８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１０月から平成１７年１２月までの各月とし，調査期

間は１５日から２１日まで （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査月の末日まで 

【調査事項】 １．自動車の主な用途，２．休車日数，３．調査期間中の燃料消費量，４．調査開始時・終了時

と調査期間中の走行キロ（調査開始時及び同終了時の走行メーターの数字並びに走行距離） 

※ 

【調査票名】 ２－営業用旅客車調査票（２号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９７ 調査票承認番号（旧）００００００ 



【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９９７／母３７２，９２７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１０月から平成１７年１２月までの各月とし，調査期間は１

５日から２１日まで （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→民間調査機関→

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査月の末日まで 

【調査事項】 １．自動車の主な用途，２．休車日数，３．調査期間中の燃料消費量，４．調査開始時・終了時

と調査期間中の走行キロ（調査開始時及び同終了時の走行メーターの数字並びに走行距離） 

※ 

【調査票名】 ３－自家用小型自動車調査票（３号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファイル及び軽

自動車検査記録簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，３０２／母７０，８１９，６２４ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１０月から平成１７年１２月までの各月とし，調

査期間は１日から２１日まで （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→民間調

査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査月の翌月１２日まで 

【調査事項】 １．自動車の主な用途，２．調査期間中の燃料消費量，３．調査開始日・終了日と調査期間中の

走行キロ（最初の燃料補給時及び次の燃料補給時の走行メーターの数字並びに走行距離） 

※ 

【調査票名】 ４－自家用普通自動車調査票（４号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６１９９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，００２／母１，７１４，５０５ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１０月から平成１７年１２月までの各月とし，調査期

間は１５日から２１日まで （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査月の末日まで 

【調査事項】 １．自動車の主な用途，２．休車日数，３．調査期間中の燃料消費量，４．調査開始時・終了時

と調査期間中の走行キロ（調査開始時及び同終了時の走行メーターの数字並びに走行距離） 



【調査名】 農林業センサス付帯調査農村集落調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 ２００５年農林業センサスの調査体系の中で、農業集落における集落機能、コミュニティ活動、生活

環境などを把握し、農村地域社会の活動の現状を明らかにする基本的な統計を整備するとともに、新た

な「食料・農業・農村基本計画」（平成１７年３月閣議決定）に沿った農村振興に係る各種施策の企

画・立案、推進する際に必要な資料を整備することを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－農村集落調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（概要）（平成１８年１月末まで

に公表） （表章）全国 

【経 費】 １４１，８３５ 

※ 

【調査票名】 １－農村集落調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２００ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業集落 （属性）農業集落の実情に精通する者 （抽出枠）２００５

年農林業センサス農山村地域調査に併せて整理した情報（一覧表） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，０００／母１１０，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員・郵送 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省統計部→地方農政局→

統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１１月１日～ 

【調査事項】 １．農業集落の活動の状況，（１）寄り合いの開催状況，（２）活性化のための活動の状況，

２．農業集落における農業分野の共同活動等，（１）実行組合の状況，（２）農業関連施設等の管

理形態，３．農業集落の生活環境等，（１）農業集落の混住化等の状況，（２）生活関連施設まで

の所要時間（都市的地域を除く。） 



【調査名】 食品流通段階別価格形成調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 生鮮食料品の流通の各段階における価格形成と経費の実態を明らかにし，生産から小売に至る流通の

各段階を通じたコストの低減，効率化を進めるなどの産地から消費地に至る食品流通の構造改善を図る

ための資料を提供することを目的とする。 

【調査の構成】 １－青果物小売段階経費調査票，２－青果物仲卸段階経費調査票，３－青果物集出荷段階経費調

査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年翌年の３月上旬） （表

章）全国 

【経 費】 １８，９７０ 

※ 

【調査票名】 １－青果物小売段階経費調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０１ 調査票承認番号（旧）０２５８１７ 

【調査対象】 （地域）東京都及び大阪府 （単位）事業所 （属性）東京都中央卸売市場（築地、大田及び淀

橋市場）から青果物を仕入れている小売業者及び大阪市中央卸売市場（本場、東部市場）から青果

物を仕入れている小売業者 （抽出枠）築地東京青果物商業協同組合，東京都青果物協同組合大

田・荏原・淀橋支所，東京神田青果物商業協同組合，大東京青果物商業協同組合及び大阪青果物商

業協同組合名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８０／母３，３４９ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）調査年直近の決算期間１年間，品目別の仕入れ金額は１月間 （系統）

農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１２月中旬 

【調査事項】 １．経営概況（経営組織，店舗種類，決算期間，売場面積，雇用者数等），２．販売費及び一般

管理費，３．店舗等の固定資産，４．管理施設・配送施設及び倉庫施設の経費，５．仕入金額、販



売金額，６．品目別の仕入金額，販売金額等（対象２０品目）等 

※ 

【調査票名】 ２－青果物仲卸段階経費調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０２ 調査票承認番号（旧）０２５８１８ 

【調査対象】 （地域）東京都及び大阪府 （単位）事業所 （属性）東京都中央卸売市場（築地・大田及び淀

橋市場）から青果物を仕入れている仲卸業者及び大阪市中央卸売市場（本場・東部市場）から青果

物を仕入れている仲卸業者 （抽出枠）築地本場青果卸売協同組合，東京築地市場青果仲卸協同組

合，新神田市場青果卸売協同組合，東京大田市場青果卸売協同組合，大田市場青果卸売協同組合，

協同組合大田市場二十一，淀橋市場青果卸売協同組合，大阪市本場及び東部青果卸売協同組合名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８０／母５３６ （配布）職員 （取集）職員 （記入）自計 

（把握時）調査年直近の決算期間１年間，品目別の仕入れ金額は１月間 （系統）農林水産省→地

方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１２月中旬 

【調査事項】 １．経営概況（経営組織，決算期間，売場面積，雇用者数等），２．販売費及び一般管理費，

３．店舗等の固定資産，４．管理施設・配送施設及び倉庫施設の経費，５．仕入金額、販売金額，

６．品目別の仕入金額，販売金額等（対象２０品目）等 

※ 

【調査票名】 ３－青果物集出荷段階経費調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０３ 調査票承認番号（旧）０２５８１９ 

【調査対象】 （地域）調査対象品目の主産都道府県 （単位）事業所 （属性）青果物の集出荷団体 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２５０／母４，２８０ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）調査年直近の決算期間１年間 （系統）農林水産省→地方農政局→統



計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１２月中旬 

【調査事項】 １．経営概況（決算期間，出荷時期，選別状況等），２．選別、包装、荷造労働費，３．包装、

荷造材料費と検査料等，４．運送費用，５．出荷費用と保管料，６．減耗量と廃棄処分費，７．代

金決済勘定，８．販売価額，９．固定資産，１０．販売管理費 



【調査名】 食品流通構造調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 食品産業における、主要品目別の仕入先別仕入量等を把握することにより，各部門，業種（業態）間

における量的なフロー（流通経路・規模）を明らかにし，食品流通構造改善施策及び食品産業と国内農

畜産業の連携の強化に係る施策の推進に資する。 

【調査の構成】 １－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（食品製造業用），２－食品流通構造調査（畜産物

調査）調査票（食品卸売業用），３－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（食品小売業用），

４－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（外食産業用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（概要）（平成１８年２月下旬ま

でに公表） （表章）全国 

【経 費】 ２５，３３２ 

※ 

【調査票名】 １－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（食品製造業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品製造業を営む事業所のうち畜産物を原材料とする

製造品を出荷している事業所 （抽出枠）経済産業省「平成１５年工業統計調査工業調査準備調査

名簿」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７４７／母７，７３５ （配布）調査員・郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）４月１日から３月３１日までの１年間 （系統）農林水産本省→地方農

政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年９月から平成１７年１０月 

【調査事項】 １．事業所の名称、所在地、畜産物を原料とする製造品の年間出荷（販売）額，２．国内産畜産

物の品目別仕入量、仕入先別仕入量割合，３．輸入畜産物の品目別仕入量、仕入先別仕入量割合，

４．製品の原材料として輸入した一次加工原料畜産物の品目別仕入量、仕入先別仕入量割合 



【調査票名】 ２－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（食品卸売業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品卸売業を営む事業所のうち畜産物を販売している

事業所 （抽出枠）経済産業省「平成１４年商業統計調査商業準備調査名簿」、「２００５年全国

卸売市場総覧」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２０７／母９，８５１ （配布）調査員・郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）４月１日から３月３１日までの１年間 （系統）農林水産本省→

地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年９月～平成１７年１０月 

【調査事項】 １．事業所の名称、所在地、畜産物の年間販売額、従事者数等，２．国内産畜産物の品目別仕入

量，仕入先別仕入量割合，３．輸入畜産物の品目別仕入量，仕入先別仕入量割合 

※ 

【調査票名】 ３－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（食品小売業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品小売業を営む事業所のうち畜産物を販売している

事業所 （抽出枠）経済産業省「平成１４年商業統計調査商業準備調査名簿」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４７２／母７４，０８２ （配布）調査員・郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月１日から３月３１日までの１年間 （系統）農林水産本

省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年９月～平成１７年１０月 

【調査事項】 １．事業所の名称、所在地、畜産物及びこれを原材料とする食料品の年間販売額，従事者数等，

２．国内産畜産物の品目別仕入量，仕入先別仕入量割合，３．輸入畜産物の品目別仕入量，仕入先



別仕入量割合 

※ 

【調査票名】 ４－食品流通構造調査（畜産物調査）調査票（外食産業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）外食産業のうち，喫茶店を除く一般飲食店を営む事業

所 （抽出枠）総務省「平成１３年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８３２／母２７９，３３４ （配布）調査員・郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月１日から３月３１日までの１年間 （系統）農林水産本

省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年９月から平成１７年１０月 

【調査事項】 １．事業所の名称、所在地、年間売上額、従事者数等，２．国内産畜産物の品目別仕入量，仕入

先別仕入量割合，３．輸入畜産物の品目別仕入量，仕入先別仕入量割合，４．製品の原材料として

輸入した一次加工原料畜産物の品目別仕入量，仕入先別仕入量割合 



【調査名】 国際航空貨物動態調査 

【実施機関】 国土交通省航空局飛行場部関西国際空港・中部国際空港監理官 

【目 的】 国際航空貨物の重量・品目，国内流動・国際流動などを調査し，関西航空貨物の需要動向の予測及

び，国際航空貨物輸送体系の検討のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国際航空貨物動態調査票（輸入用），２－国際航空貨物動態調査票（輸出用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年度末） （表

章）全国 

【経 費】 １４，０００ 

※ 

【調査票名】 １－国際航空貨物動態調査票（輸入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０８ 調査票承認番号（旧）０２３４６７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国際航空輸送協会（ＩＡＴＡ）加盟の航空貨物代理店

及び航空貨物運送協会（ＪＡＦＡ）加盟の利用航空運送業者 （抽出枠）国際航空運送協会の代理

店リスト及び（社）航空貨物運送協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１

０月下旬～１１月上旬の１日間 （系統）国土交通省航空局→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）１０月下旬から１１月上旬の一日間 

【調査事項】 １．貨物区分，２．通関した税関名，３．着空港・到着日・搭載便名，４．原仕出国及び発空

港，５．仕向地（到着地），６．到着施設，７．到着（予定）日，到着（予定）時間帯，８．国内

輸送時における航空利用の有無，９．貨物の離散状況，１０．輸送品目，１１．貨物重量 

※ 

【調査票名】 ２－国際航空貨物動態調査票（輸出用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２０９ 調査票承認番号（旧）０２３４６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国際航空輸送協会（ＩＡＴＡ）加盟の航空貨物代理店

及び航空貨物運送協会（ＪＡＦＡ）加盟の利用航空運送業者 （抽出枠）国際航空運送協会の代理

店リスト及び（社）航空貨物運送協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１

０月下旬～１１月上旬の１日間 （系統）国土交通省航空局→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）１０月下旬から１１月上旬の一日間 

【調査事項】 １．貨物区分，２．通関する税関名，３．発空港・搭載日・搭載便名，４．最終仕向国及び着空

港，５．仕出地（発送地），６．発送施設，７．発送日，発送時間帯，８．国内輸送時における航

空利用の有無，９．貨物の集約状況，１０．輸送品目，１１．貨物重量 



【調査名】 旅行・観光消費動向調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局旅行振興課 

【目 的】 旅行・観光における消費実態を明らかにし，旅行・観光施策の基礎資料のために活用することを目的

とする。 

【調査の構成】 １－旅行・観光消費動向調査＜調査票Ａ＞，２－旅行・観光消費動向調査＜調査票Ｂ＞ 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）年報（調査翌年６月まで） （表章）全国 

【経 費】 ２６，６７４ 

※ 

【調査票名】 １－旅行・観光消費動向調査＜調査票Ａ＞ 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１０ 調査票承認番号（旧）０２５８６７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）住民基本台帳に記載された２０歳から７９歳の日本国民 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母９７，２２０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）本年４月～６月（３，０００人），翌年１月～３月（３，０

００人） （系統）国土交通省総合政策局旅行振興課→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の末日 

【調査事項】 １．回答者属性項目（年齢，性別），２．過去３か月間の旅行の有無，旅行の種類・目的（国

内・海外別など），回数，時期，３．一番最近に行った宿泊旅行（国内）について（帰宅日の月，

宿泊数，目的地等），４．一番最近に行った日帰り旅行（国内）について（実施月，所要時間，目

的地等），５．一番最近に行った業務・出張旅行（国内）について（出張の種類，兼観光・兼帰省

の有無，帰宅日の月等），６．一番最近に行った海外旅行における日本国内での行動について（旅

行目的，帰宅日の月，出国空港等） 

※ 

 



【調査票名】 ２－旅行・観光消費動向調査＜調査票Ｂ＞ 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１１ 調査票承認番号（旧）０２５８６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）住民基本台帳に記載された２０歳から７９歳の日本国民 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母９７，２２０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）本年４月～９月（３，０００人），本年７月～１２月（３，

０００人），本年１０月～翌年３月（３，０００人） （系統）国土交通省総合政策局旅行振興課

→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の末日 

【調査事項】 １．回答者属性項目（年齢，性別），２．過去３か月間の旅行の有無，旅行の種類・目的（国

内・海外別など），回数，時期，３．一番最近に行った宿泊旅行（国内）について（帰宅日の月，

宿泊数，目的地等），４．一番最近に行った日帰り旅行（国内）について（実施月，所要時間，目

的地等），５．一番最近に行った業務・出張旅行（国内）について（出張の種類，兼観光・兼帰省

の有無，帰宅日の月等），６．一番最近に行った海外旅行における日本国内での行動について（旅

行目的，帰宅日の月，出国空港等） 



【調査名】 有期契約労働に関する実態調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 働き方の多様化が進む中，平成１５年の労働基準法改正では，労働契約期間の上限の見直し等が行わ

れ，施行後３年経過時の検討条項も設けられている。このため，事業所における有期契約労働者の雇

用・就業の実態，契約更新と雇止めの状況等を総合的に把握し，もって厚生労働行政の円滑な実施の基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－事業所票，２－個人票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査実施後１年以内） （表

章）全国 

【経 費】 ６１，０２３ 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福

祉，教育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用

労働者５人以上を雇用する民営事業所 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／母１，７６０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成１７年９月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統

計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年９月１日～３０日 

【調査事項】 １．事業所の属性，２．有期契約労働者の就業状況，３．有期契約労働者の契約更新，４．正社

員と比較した労働条件等，５．処遇決定の際の正社員との均衡（バランス）の有無，６．平成１６

年１月１日以降平成１７年９月１日現在までの有期契約労働者の雇用状況，７．新たに契約を締結



又は更新する際の契約更新の説明の有無，８．雇止めの有無及び理由，９．勤続年数が１年を超え

る有期契約労働者に対する雇止めに先立つ手続き，１０．雇止めや契約更新をめぐるトラブル発生

の有無及び原因，１１．正社員への転換制度，転換事例の有無及び転換基準，１２．契約期間中に

退職を申し出た有期契約労働者の有無及び人員，１３．退職を申し出た労働者の状況，１４．有期

契約労働者の今後の活用方針 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用労働者

５人以上を雇用する民営事業所で就業している有期契約労働者 （抽出枠）平成１３年事業所・企

業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，０００／母８，９３０，０００ （配布）調査員 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年９月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計

情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年９月１日～１０月１０日 

【調査事項】 １．個人の属性，２．就業に関する属性，３．契約期間を定めて就業している理由，４．現在の

契約の更新についての会社からの説明の有無，５．現在の契約の状況，６．正社員との仕事の比

較，７．正社員と比較した労働条件等，８．同じ職務内容の正社員と比較した賃金についての意

識，９．育児休業の利用状況，１０．雇止めの経験，１１．契約期間中の途中退職について 



【調査名】 全国貨物純流動調査 

【実施機関】 国土交通省政策統括官付政策調整官付，国土交通省道路局企画課道路経済調査室 

【目 的】 全国の貨物出荷構造及び貨物のＯＤ（Ｏｒｉｇｉｎ Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ，発地・着地）パター

ンの実態把握を行い，効率的な輸送設備計画の策定に資する。 

【沿 革】 本調査の第１回調査は，経済企画庁の国土総合開発事業調整費で，関係６省庁（総理府統計局，北海

道開発局，経済企画庁，農林省，通産省，建設省）の協力のもとに昭和４５年に実施され，第２回調査

は，高度成長経済から安定成長経済への移行という経済変動を踏まえ，調査方法の改善，調査規模の拡

充を図って，国土庁の国土総合開発事業調整費で，関係７省庁（総理府統計局，北海道開発庁，沖縄開

発庁，国土庁，農林省，通産省，建設省）の協力のもとに昭和５０年に実施されており，昭和５５年調

査からは，従来の「全国新幹線貨物純流動調査」という名称を，調査の範囲を拡充したことから，「全

国貨物純流動調査」と調査の名称を変更して実施している。今回の調査は，第８回目に当たるものであ

る。 

【調査の構成】 １－３日間流動調査票，２－年間輸送傾向調査票（鉱業，製造業，卸売業），３－年間輸送傾向

調査票（倉庫業） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」をプレス発表（平成１８年１０

月），「調査結果報告書」（平成１９年３月） （表章）全国 

【経 費】 １６０，０００ 

※ 

【調査票名】 １－３日間流動調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１４ 調査票承認番号（旧）０２２１３８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，製造業，卸売業，倉庫業を営む事業所 （抽出

枠）事業所・企業統計調査，工業統計調査，商業統計，倉庫台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６７，１２１／母７１０，６２４ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１０月１８日（火）・１９日（水）・２０日（木） （系



統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月３０日 

【調査事項】 １．基本属性（事業所名，所在地等），２．貸物出荷の有無，３．３日間の総出荷件数，４．１

０月の出荷予定日数，５．運賃の計算形態，６．出荷貨物の流動状況（出荷日，出荷品目等） 

※ 

【調査票名】 ２－年間輸送傾向調査票（鉱業，製造業，卸売業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１５ 調査票承認番号（旧）０２２１３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，製造業，卸売業を営む事業所 （抽出枠）事業

所・企業統計調査，工業統計調査，商業統計 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６３，８１８／母７０２，８２０ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）自計 （把握時）平成１６年度 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月３０日 

【調査事項】 １．基本属性（事業所名，所在地等），２．貨物出・入荷の有無，３．出荷の状況（品類，重

量，輸送機関利用状況），４．入荷の状況（品類，重量），５．出荷・入荷（国内輸送）に伴う利

用施設（主な利用鉄道貨物駅，港湾等），６．輸出入に伴う利用施設（港湾・空港），７．都道府

県別，月別，曜日別出荷重量割合 

※ 

【調査票名】 ３－年間輸送傾向調査票（倉庫業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１６ 調査票承認番号（旧）０２２１４０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）倉庫業を営む事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調

査，工業統計調査，商業統計 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，３０３／母７，８０４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記



入）自計 （把握時）平成１６年度 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月３０日 

【調査事項】 １．基本属性（事業所名，事業所所在地等），２．品類別入庫高，出庫高，輸送機関利用状況，

３．出荷・入荷（国内輸送）に伴う利用施設（主な利用鉄道貨物駅，港湾等），４．都道府県別，

月別，曜日別出荷重量割合 



【調査名】 賃金引上げ等の実態に関する調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 民間企業における賃金の改定額，賃金の改定率，賃金の改定方法，賃金の改定を取り巻く事情等，賃

金の改定の構造を明らかにするとともに，賃金の改定の企業経営への影響等を把握する。 

【沿 革】 この調査は，昭和４４年以降，毎年，賃金の改定額，賃金の改定事情等を調査しているものである。 

【調査の構成】 １－賃金引上げ等の実態に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「概況」（平成１７年１２月），「調査結果報告書」

（平成１８年２月） （表章）全国 

【経 費】 ３，２２８ 

※ 

【調査票名】 １－賃金引上げ等の実態に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年０８月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１７年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６２１７ 調査票承認番号（旧）０２５７９９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業及びサービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サービス業の家事サ

ービス業並びに外国公務を除く。）に属する民営企業で，製造業及び卸売・小売業については常用

労働者３０人以上の企業，その他の産業については常用労働者１００人以上の企業。 （抽出枠）

平成１３年事業所・企業統計調査「漢字企業リスト」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１２０／母９６，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月～１２月の１年間 （系統）厚生労働省大臣官房統計情

報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年９月３０日 

【調査事項】 １．企業の名称，２．本社の所在地，３．企業の全常用労働者数，４．企業の事業内容又は主な

製品，５．労働組合の有無，６．賃金の改定実施の有無，改定時期，７．定期昇給・ベースアップ



の実施状況，８．賃金カット等の実施状況，９．賃金の改定の決定に当たっての重視要素，１０．

人件費負担の対策，１１．１人当たり平均賃金の改定額，賃金の改定率，１２．賃金の改定方式， 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（１） 新規 

【調査名】 県民健康調査 

【実施機関】 福島県保健福祉部健康衛生領域健康増進グループ 

【目 的】 健康ふくしま２１計画の中間評価を実施するに当たって、数値目標項目の現状の数値を把握する。ま

た、併せて、健康ふくしま２１の普及状況等、計画に関連する状況を把握する。 

【調査の構成】 １－県民健康調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１７年１２月

頃） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，３４８ 

※ 

【調査票名】 １－県民健康調査 

【受理年月日】 平成１７年０８月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県全域 （単位）個人 （属性）平成１２年国勢調査区から抽出された調査地区に

居住する１５歳以上の県民 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表、平成１２年国勢調査調

査区地図、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母１，７８７，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福島県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年８月から平成１８年３月 

【調査事項】 １．属性（性別、年齢），２．健康意識，３．「健康ふくしま２１」の認知度，４．「県民健康

の日」の認知度，５．喫煙の状況，６．朝食の摂取状況，７．健康づくりのため気をつけているこ

と，８．運動習慣，９．地域活動への参加，１０．睡眠時間，１１．疲労感，１２．飲酒の状況，

１３．歯みがきの状況，１４．健康づくりのため必要なこと等 



【調査名】 地域福祉に関するアンケート調査 

【実施機関】 京丹後市保健福祉部生活福祉課 

【目 的】 京丹後市住民の福祉の意識、地域活動の参加状況などの実態を把握し、京丹後市地域福祉計画に反映

させることを目的とする。 

【調査の構成】 １－地域福祉に関するアンケート調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページで公表（平成１

８年度末） （表章）市区町村 

※ 

【調査票名】 １－地域福祉に関するアンケート調査 

【受理年月日】 平成１７年０８月０９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）京丹後市全域 （単位）個人 （属性）調査期日前直近月の１日現在で満２０歳以上の

京丹後市在住者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母６５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京丹後市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年９月３０日 

【調査事項】 １．基本的属性（性別、年齢、居住地、世帯構成、職業），２．地域とのかかわりに関する現状

認識（愛着度、愛着理由、近状との付き合い状況、相談相手、高齢者の孤独死・児童虐待に対する

対応、かかわりに対する意識、地域座談会への参加希望、かかわりに対する状況・希望），３．ボ

ランティア活動に関する現状認識（参加の状況、活動内容、参加理由、参加希望活動の種類、不参

加の理由、ＰＴＡ等地域活動の参加状況、活発化するための事項），４．福祉に関する現状認識

（必要と認識する活動の種類、充実すべき活動），５．災害に関する現状認識 



【調査名】 ヘルスプラン２１中間評価のための健康に関する調査 

【実施機関】 さいたま市保健福祉局保健部健康増進課 

【目 的】 さいたま市の健康づくりの具体的な目標値や取り組みを掲げた「さいたま市ヘルスプラン２１」の中

間評価を行うための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－健康についての調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」さいたま市ホームペー

ジにて公表（平成１８年２月） （表章）市区町村 

【経 費】 ３，７５９ 

※ 

【調査票名】 １－健康についての調査 

【受理年月日】 平成１７年０８月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）さいたま市全地域 （単位）個人 （属性）平成２年４月生まれ以前の男女。１０，０

００人。年齢階層別の無作為抽出。青年期（１５～２４歳）、壮年期（２５歳～４４歳）、中年期

（４５歳～６４歳）、高年期（６５歳以上）各２，５００人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／母１，０００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）さいたま市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年９月５日 

【調査事項】 １．現在の健康状況・健康観，２．栄養・食生活状況，３．身体活動・運動状況，４．休養・こ

ころの健康状況，５．たばこに関する状況・意識，６．アルコールに関する状況・意識，７．歯の

健康状況，８．疾病予防・健康管理状況，９．食の安全性に対する意識，１０．市への意見・要

望，１１．基本的属性（性別、年齢、就労状況、世帯類型、身長体重、住居地） 



【調査名】 男女共同参画に関する企業アンケート調査 

【実施機関】 熊本県八代地域振興局保健福祉環境部総務企画課 

【目 的】 職場における男女共同参画を推進していく基礎資料とするため、八代地域の企業における女性の就労

状況等の調査を行う。 

【調査の構成】 １－男女共同参画に関する企業アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１７年１１月下旬） （表

章）都道府県 

【経 費】 １００ 

※ 

【調査票名】 １－男女共同参画に関する企業アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５４ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）熊本県八代地域 （単位）事業所 （属性）従業員３０人以上の事業所 （抽出枠）従

業員３０人以上の事業所名簿（所属保管資料） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）熊本県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年９月２０日 

【調査事項】 １．男女共同参画に関する法律や条令について，２．男女共同参画の状況について，３．男女共

同参画の推進について，４．仕事と家庭の両立支援制度について 



【調査名】 毒物劇物保有状況総合調査 

【実施機関】 岩手県保健福祉部保健衛生課 

【目 的】 岩手県内の毒物劇物を保有している可能性がある施設を対象とした種類、数量、保管の形態、保守点

検状況、事故処理対策組織・危害防止規定作成等の調査を行うことにより、事故発生の未然防止及び事

故発生時の危害拡大防止、迅速な対応を可能にすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－毒物劇物保有状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１７年度中の予定） （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，１１０ 

※ 

【調査票名】 １－毒物劇物保有状況調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５５ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）岩手県内全域 （単位）事業所 （属性）岩手県内の日本標準産業分類にあげる大分類

Ｆー製造業に属する事業所、学校（中学校、高校、高専、短大、大学、専門・専修学校）、研究、

検査機関、倉庫業者 （抽出枠）製造業に属する事業所については、工業統計調査準備調査名簿，

学校については、教育委員会が公表している岩手県内の学校一覧（平成１６年度），研究機関、倉

庫業者については、各保健所が行った施設調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，１３３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）岩手県→各保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年９月３０日 

【調査事項】 １．事業所等の基本属性（名称、所在地、電話番号、従業者数、本社の所在地），２．事故時の

対応（管理組織体制、危険防止規定、災害時緊急対応マニュアル、防災訓練及び従業者教育の有

無，３．毒物劇物保有状況，４．事故処理剤（中和剤等）の所有状況，５．治療薬の保有状況 



【調査名】 看護職員確保対策実態調査 

【実施機関】 新潟県福祉保健部福祉保健課 

【目 的】 新潟県看護職員需給計画策定のため、看護職員の就業状況、勤務条件、研修・教育状況、配置計画を

把握し、計画策定の基礎データーとするため。 

【調査の構成】 １－看護職員確保対策実態調査①，２－看護職員確保対策実態調査②，３－看護職員確保対策実

態調査③，４－看護職員確保対策実態調査④，５－看護職員確保対策実態調査⑤ 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）新潟県ホームページにより公表（平成１８

年１月頃） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，５２０ 

※ 

【調査票名】 １－看護職員確保対策実態調査① 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保健師、助産師、看護

師、准看護師）が就業していると思われる医療機関、社会福祉施設等（対象施設：病院） （抽出

枠）病院名簿，医療施設基本ファイル等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年７月２９日～平成１７年８月１２日 

【調査事項】 １．基本情報，２．看護職員就業状況，３．勤務条件，４．看護職員の研修・教育状況等，５．

看護職員配置計画（就業形態別），６．地域医療支援病院、特定機能病院の承認の有無，７．診療

報酬の届出状況，８．今後の看護職員配置計画（部門別、増減要因別） 

※ 

【調査票名】 ２－看護職員確保対策実態調査② 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５６ 受理番号（旧）００００００ 



【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保健師、助産師、看護

師、准看護師）が就業していると思われる医療機関、社会福祉施設等（対象：有床診療所、無床診

療所、助産所（訪問指導のみ行う場合も含む）、歯科診療所） （抽出枠）病院名簿、医療施設基

本ファイル等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０３５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年７月２９日～平成１７年８月１２日 

【調査事項】 １．基本情報，２．看護職員就業状況，３．勤務条件，４．看護職員の研修・教育状況等，５．

看護職員配置計画（就業形態別） 

※ 

【調査票名】 ３－看護職員確保対策実態調査③ 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保健師、助産師、看護

師、准看護師）が就業していると思われる医療機関、社会福祉施設等（対象：介護老人保健施設、

介護老人福祉施設、指定通所介護事務所、指定通所リハビリテーション事業所、指定短期入所生活

介護事業所、指定特定施設入所者生活介護、指定訪問入浴介護事業所、指定居宅介護支援事業所、

その他の社会福祉施設） （抽出枠）病院名簿、医療施設基本ファイル等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年７月２９日～平成１７年８月１２日 

【調査事項】 １．基本情報，２．看護職員就業状況，３．勤務条件，４．看護職員の研修・教育状況等，５．

看護職員配置計画（就業形態別） 

※ 

【調査票名】 ４－看護職員確保対策実態調査④ 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 



【受理番号】 受理番号（新）１０５０５６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保健師、助産師、看護

師、准看護師）が就業していると思われる医療機関、社会福祉施設等（対象施設：訪問看護ステー

ション） （抽出枠）病院名簿、医療施設基本ファイル等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年７月２９日～平成１７年８月１２日 

【調査事項】 １．基本情報，２．看護職員就業状況，３．勤務条件，４．看護職員の研修・教育状況等，５．

看護職員配置計画（就業形態別） 

※ 

【調査票名】 ５－看護職員確保対策実態調査⑤ 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）事業所・市町村 （属性）看護職員（保健師、助産師、看護

師、准看護師）が就業していると思われる医療機関、社会福祉施設等（対象施設：保健所、市町

村、看護師等学校養成所、一般企業事業所、学校、その他の施設） （抽出枠）病院名簿、医療施

設基本ファイル等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年７月２９日～平成１７年８月１２日 

【調査事項】 １．基本情報，２．養成の状況，３．今後の課程及び定員の増減予定，４．看護職員就業状況，

５．勤務条件，６．看護職員の研修・教育状況等，７．看護職員配置計画（就業形態別） 



【調査名】 知的財産アンケート調査 

【実施機関】 山梨県商工労働部商工総務課 

【目 的】 山梨県企業の知的財産への取組を把握し，県の施策に反映する。 

【調査の構成】 １－知的財産アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「知的財産戦略」（平成１７年１２月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ８０ 

※ 

【調査票名】 １－知的財産アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）事業所 （属性）山梨県内に本店・本社が所在する民営事業所の

うち，製造業に分類されるもの。 （抽出枠）平成１３年度事業所・企業統計調査，事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／母２，２９３ （配布）郵送 （取集）郵送・ファク

シミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）山梨県商工総務課→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年８月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．知的財産への関心度・重要度，３．特許について，４．山梨県への要望

等 



【調査名】 市内景況・雇用動向調査 

【実施機関】 神戸市産業振興局庶務課 

【目 的】 神戸市内経済の景気状況及び雇用動向を把握し，施策の実施や市の役割について判断するための基礎

資料を得る。 

【調査の構成】 １－市内景況・雇用動向調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（本年９月） （表

章）市区町村 

【経 費】 １，４００ 

※ 

【調査票名】 １－市内景況・雇用動向調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５０５８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の製造業，建設業，卸売業，

小売業，運輸・通信業，サービス業に属する従業員５名以上の本社事業所及び市外に本社の所在す

る従業員数５０名以上の支所事業所 （抽出枠）未定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／母５６，６２２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）本年９月中旬 

【調査事項】 １．事業所の景況等について（前期比），２．事業所の直面する当面の経営上の問題点について 



（２） 変更 

【調査名】 社会貢献活動団体実態調査 

【実施機関】 栃木県生活環境部文化振興課 

【目 的】 栃木県内で活動する社会貢献活動団体の組織、活動等の実態を把握することにより，今後の栃木県に

おける社会貢献活動を支援・促進し、併せて栃木県ＮＰＯ等活動促進に関する基本方針の見直しのため

の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－社会貢献活動団体に関する実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 １，９３２ 

※ 

【調査票名】 １－社会貢献活動団体に関する実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４３ 受理番号（旧）１０１０２６ 

【調査対象】 （地域）栃木県下全域 （単位）社会貢献活動団体 （属性）社会貢献活動を行っている団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）栃木県→とちぎＮＰＯ研究会→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年８月９日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．団体の概要，３．団体の活動及び行政の支援策について，４．ＮＰＯ法

人制度について，５．他の機関との協働について等 



【調査名】 中小企業賃金事情調査 

【実施機関】 茨城県商工労働部労働政策課 

【目 的】 茨城県内における中小企業の賃金実態を明らかにし，労使関係の安定を図るうえの基礎資料とし，賃

金管理改善の参考とする。 

【調査の構成】 １－賃金調査票，２－パートタイマー労働条件等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）記者クラブへ資料提供（１２月中旬） （表章）都道

府県 

【経 費】 ６９６ 

※ 

【調査票名】 １－賃金調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４４ 受理番号（旧）２０４０４５ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）「製造業，建設業，運輸業，卸売業，金融・保

険業を営む従業員数３０人以上の事業所」及び「小売業，複合サービス業，サービス業（他に分類

されないもの）を営む従業員数１０人以上の事業所」 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調

査調査区別民営事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母７，１８８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査年の７月３１日現在 （系統）茨城県労働政策課→報告者→茨城県

地方総合事務所商工労政課→茨城県労働政策課 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０９月２日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．初任給，３．平均賃金，４．諸手当 

※ 

【調査票名】 ２－パートタイマー労働条件等調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４４ 受理番号（旧）２０３０５６ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）「製造業，建設業，運輸業，卸売業，金融・保



険業を営む従業員数３０人以上の事業所」及び「小売業，複合サービス業，サービス業（他に分類

されないもの）を営む従業員数１０人以上の事業所」 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調

査調査区別民営事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母７，１８８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査年の７月３１日現在 （系統）茨城県労働政策課→報告者→茨城県

地方総合事務所商工労政課→茨城県労働政策課 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）０９月２日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．パートタイム労働者の雇用形態，３．パートタイム労働者の諸規則，

４．パートタイム労働者の賃金制度，５．その他の関係事項，６．今後の動向 



【調査名】 高年齢者の雇用等に関する調査 

【実施機関】 京都府府民労働部労政課 

【目 的】 京都府内の民間事業所における高年齢者の雇用等に関する状況を把握し，今後の行政施策の参考とす

る。 

【調査の構成】 １－高年齢者の雇用等に関する調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（翌年２月） （表

章）都道府県 

【経 費】 １，０００ 

※ 

【調査票名】 １－高年齢者の雇用等に関する調査 

【受理年月日】 平成１７年０８月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４５ 受理番号（旧）２０００４７ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・

水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，

福祉，教育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないもの）（ただし，家

事サービス業及び外国公務を除く。）の従業員規模１０人以上の民間事業所から抽出した事業所 

（抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４１９／母２２，０５０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）本年９月３０日現在 （系統）京都府→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月１３日 

【調査事項】 １．高年齢者（５５歳以上）従業員の雇用状況等，２．定年制の有無等，３．勤務延長制度・再

雇用制度の有無等，４．高年齢者雇用確保措置等，５．退職金制度の整備状況等 



【調査名】 教職員の組織する職員団体の実態調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課 

【目 的】 公立学校に勤務する教職員が組織する職員団体の数，加入者数，上部団体への加入状況等の実態につ

いて調査し，文教行政上の基礎的資料を得る。 

【調査の構成】 １－教職員が組織する職員団体の実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「教育委員会月報」（１２月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－教職員が組織する職員団体の実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４６ 受理番号（旧）２９８０５８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１０月１７日 

【調査事項】 １．職員団体一覧（職員団体名、組織形態、全国的組織系統、県内上部組織名、職員団体加入者

数、新採用教職員加入者数），２．職員団体加入状況（職員団体別職種、在職者数） 



【調査名】 国民健康保険事業月報等 

【実施機関】 厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 国民健康保険の事業状況を保険者毎に把握し，制度の健全な運営に広く活用するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ａ表，２－国民健康保険毎月事業状況報告書

（事業月報）Ｂ表，３－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表，４－国民健康保険毎

月事業状況報告書（事業月報）Ｄ表，５－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医

療事業月報）Ｅ表，６－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｆ

表，７－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ａ表，８－国民健康保険事業状況報告書（事業

年報）Ｂ表，９－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表，１０－国民健康保険退職者医療

事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ表，１１－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退

職者医療事業年報）Ｆ表，１２－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）

Ｇ表，１３－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ａ表，１４－国民健康保険診

療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ｂ表 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「事業月報」（集計後随時），「事業年報」（毎年３

月末） （表章）全国 

【経 費】 ３，３０２ 

※ 

【調査票名】 １－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 



【調査事項】 １．一部負担割合，２．その他の保険給付，３．世帯数及び被保険者数，４．介護保険第２号被

保険者数，５．標準負担額の減額状況，６．被保険者増減内訳，７．本月末現在事務職員数 

※ 

【調査票名】 ２－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．収入状況及び支出状況，２．保険料（税）収納状況（一般被保険者分），３．保険給付等支

払状況 

※ 

【調査票名】 ３－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合、及び国

民健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．その他の保険給付の状況，４．療養給付等内

訳 

※ 

 



【調査票名】 ４－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｄ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額医療費の状況，３．医療給付等内訳 

※ 

【調査票名】 ５－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｅ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．世帯数及び退職被保険者等数，２．収入状況及び支出状況，３．保険料（税）収納状況，

４．医療給付支払状況 

※ 

【調査票名】 ６－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｆ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 



【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．療養の給付等内訳 

※ 

【調査票名】 ７－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一部負担割合，２．その他の保険給付，３．世帯数及び被保険者数，４．介護保険第２号被

保険者数，５．標準負担額の減額状況，６．被保険者増減内訳，７．本年度末現在事務職員数 

※ 

【調査票名】 ８－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．収入状況及び支出状況，２．保険料（税）収納状況（一般被保険者分），３．保険給付等支

払状況，４．保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況（一般被保険者分），５．保険料（税）



（医療給付費分）賦課徴収状況（介護保険第２号被保険者分） 

※ 

【調査票名】 ９－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．その他の保険給付の状況，４．療養の給付等

内訳 

※ 

【調査票名】 １０－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．世帯数、退職被保険者等数，２．収入状況及び支出状況，３．保険料（税）収納状況，４．

医療給付支払状況，５．保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況 

※ 

【調査票名】 １１－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｆ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 



【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．療養の給付等内訳 

※ 

【調査票名】 １２－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｇ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．保険料（税）収納状況，２．保険給付支払状況，３．医療給付の状況，４．療養の給付等内

訳 

※ 

【調査票名】 １３－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村、国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 



【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一般状況，２．診療状況，３．経理状況 

※ 

【調査票名】 １４－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１７年０８月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４７ 受理番号（旧）２０３０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村、国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市区町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一般状況，２．診療状況，３．経理状況（１）損益計算書，（２）賃貸対象票 



【調査名】 国民健康保険実態調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 国民健康保険における保険者の保険料（税）賦課の状況及び保険料（税）と所得の相関関係並びに国

民健康保険被保険者の属する世帯の所得，保険料（税）賦課の状況及び被保険者の年齢・異動状況等に

ついて調査し，国民健康保険制度の健全な運営を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国民健康保険実態調査（市町村票），２－国民健康保険実態調査（組合票），３－国民健康

保険実態調査（世帯票），４－国民健康保険実態調査（異動票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「国民健康保険実態調査報告」（９月末） （表章）

全国 

【経 費】 ２，４６９ 

※ 

【調査票名】 １－国民健康保険実態調査（市町村票） 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４８ 受理番号（旧）２０３０５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３３７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１０月３１日～平成１７年１１月４日 

【調査事項】 １．保険料（税）賦課状況（医療給付費分、介護給付金分），２．所得の状況，３．年齢階級別

被保険者数の状況，４．医療納付費等の状況，５．保険事業費，６．収納割合 

※ 

【調査票名】 ２－国民健康保険実態調査（組合票） 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４８ 受理番号（旧）２０３０５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）保険者（国民健康保険組合） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 



（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年９月３０日～平成１７年１２月１２日 

【調査事項】 １．保険料調定額，２．組合被保険者数，３．年齢階級別被保険者数 

※ 

【調査票名】 ３－国民健康保険実態調査（世帯票） 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４８ 受理番号（旧）２０３０５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）被保険者数１万人未満の市町村から抽出率１／

２で抽出した市町村及びその他すべての市町村 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年９月３０日～平成１７年１２月１２日 

【調査事項】 １．保険料（税）賦課状況（医療給付費分、介護納付金分），２．固定資産税額，３．課税所得

の状況等 

※ 

【調査票名】 ４－国民健康保険実態調査（異動票） 

【受理年月日】 平成１７年０８月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４８ 受理番号（旧）２０３０５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）保険者（市区町村及び国民健康保険組合） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５０３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年１０月３０日～平成１７年１２月１２日 

【調査事項】 １．取得状況，２．喪失状況等 



【調査名】 患者調査 

【実施機関】 山形県健康福祉部健康福祉企画課 

【目 的】 山形県の医療施設を利用する患者について，傷病及び受療の状況を明らかにするとともに，今後の保

健衛生向上の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－患者調査病院入院票，２－患者調査病院外来票，３－患者調査一般診療所票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年１０月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １０，０００ 

※ 

【調査票名】 １－患者調査病院入院票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４９ 受理番号（旧）２０２０５２ 

【調査対象】 （地域）山形県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）山形県内の医療施設（歯科診療所を

除く） （抽出枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１８日から２０日のうち医療施設ごとに定める

１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所（県、市町村），４．入院年月日，５．受療の状

況，６．診療費等支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．病床の種別，１０．入院の状

況，１１．心身の状況，１２．リハビリテーション医療受療の有無 

※ 

【調査票名】 ２－患者調査病院外来票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４９ 受理番号（旧）２０２０５２ 

【調査対象】 （地域）山形県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）山形県内の医療施設（歯科診療所を



除く） （抽出枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１８日から２０日のうち医療施設ごとに定める

１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所（県、市町村），４．外来の種別，５．受療の状

況，６．診療費等支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．リハビリテーション医療受療

の有無 

※ 

【調査票名】 ３－患者調査一般診療所票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０４９ 受理番号（旧）２０２０５２ 

【調査対象】 （地域）山形県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）山形県内の医療施設（歯科診療所を

除く） （抽出枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９２７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１８日、１９日、２１日のうち医療施設ごとに

定める１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所（県、市町村），４．入院・外来の種別，５．受療

の状況，６．診療費等支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．病床の種別，１０．入院

の状況，１１．心身の状況，１２．リハビリテーション医療受療の有無 



【調査名】 賃金・雇用実態調査 

【実施機関】 久留米市商工労働部労政課 

【目 的】 久留米市民間事業所の賃金実態・雇用実態を把握し，今後の労働行政資料とするとともに，民間事業

所の賃金決定・雇用管理改善の一助とする。 

【調査の構成】 １－賃金・雇用実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（翌年２月） （表章）市区町村 

【経 費】 １，３２４ 

※ 

【調査票名】 １－賃金・雇用実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５０ 受理番号（旧）２０４０４３ 

【調査対象】 （地域）久留米市全域 （単位）事業所 （属性）従業員１０人以上の民間事業所 （抽出枠）

民間調査機関の事業所リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）毎年６月末現在 （系統）久留米市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年８月 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．常用労働者，派遣労働者，新規学卒者，パートタイマ―について，３．

労働条件，４．定年制等 



【調査名】 患者調査 

【実施機関】 京都府保健福祉部保健福祉企画室 

【目 的】 医療施設を利用する患者の実態を調査することにより、総合的な保健医療対策の推進に必要な基礎資

料を得る。 

【調査の構成】 １－患者調査票（病院入院票），２－患者調査票（他府県病院用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年９月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ７，９４２ 

※ 

【調査票名】 １－患者調査票（病院入院票） 

【受理年月日】 平成１７年０８月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５１ 受理番号（旧）２０２０５５ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）全病院 （抽出枠）患者調査施設名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）京都府→保健所（京都市）→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）病院：平成１７年１０月１８日から２０日のうち１日（退院患者

９月中） 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所（県、市町村），４．入院年月日、５．受療の状

況，６．診療費等支払方法，７．紹介の有無，８．救急の状況，９．病床の種別，１０．入院の状

況，１１．心身の状況，１２．リハビリ治療の有無，１３．リハビリ治療の状況 

※ 

【調査票名】 ２－患者調査票（他府県病院用） 

【受理年月日】 平成１７年０８月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５１ 受理番号（旧）２０２０５５ 

【調査対象】 （地域）京都府の隣接府県（福井県、三重県、滋賀県、大阪府、兵庫県） （単位）事業所 

（属性）京都府在住の入院患者のいる病院 （抽出枠）患者調査施設名簿 



【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）京都府→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）病院：平成１７年１０月１８日から２０日のうち１日（退院患者

９月中） 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．患者の住所（県、市町村）４．病床の種類，５．入院理由，６．傷病

名，７．リハビリテーション治療の受療状況 



【調査名】 医療施設調査 

【実施機関】 京都府保健福祉部保健福祉企画室 

【目 的】 京都府内病院の診療機能を明らかにし，総合的な保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療施設調査調査票病院 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年９月） （表章）都

道府県 

【経 費】 １，５７５ 

※ 

【調査票名】 １－医療施設調査調査票病院 

【受理年月日】 平成１７年０８月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５２ 受理番号（旧）２０２０５６ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）平成１７年１０月１日午前零時現在，医療法に

基づき許可を得ている京都府内の全病院 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）京都府→保健所（京都市）→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１７年１０月１日 

【調査事項】 １．循環器医療について（標榜の有無、医師数（常勤・非常勤別）），２．小児医療について

（病床数、医師数（常勤・非常勤別）、小児救急医療体制），３．脳神経外科医療について（標榜

の有無、医師数（常勤・非常勤別）），４．がん医療について（診療機器の保有状況、放射線治療

病室数、入院待機患者数），５．医学的リハビリテーション医療について（職種別医療従事者数

（常勤・非常勤別）） 



【調査名】 女性労働実態調査 

【実施機関】 神奈川県商工労働部労政福祉課 

【目 的】 神奈川県内の民間事業所における女性労働者の雇用管理や育児・介護休業制度の実態，また次世代育

成支援対策の取組状況を明らかにし，今後展開していく女性労働施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－女性労働実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（翌年３月） （表

章）都道府県 

【経 費】 ４，５００ 

※ 

【調査票名】 １－女性労働実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５３ 受理番号（旧）２９７０１０ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県内の農林水産業，鉱業，公務を除く

１０産業分類に属する常用３０人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／母１８，７５０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）本年１０月１日現在 （系統）神奈川県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）４年毎 （実施期日）平成１７年１０月２１日 

【調査事項】 １．事業所フェイスシート，２．女性の雇用管理，３．育児・介護休業制度等，４．次世代育成

支援対策等 



【調査名】 企業の動向，意識に関するアンケート調査 

【実施機関】 大阪府企画調整部企画室 

【目 的】 大阪府の総合計画「大阪の再生・元気倍増プラン」の進捗状況を把握するための基本データを収集す

る。 

【調査の構成】 １－企業の動向，意識に関するアンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（翌年３月） （表

章）都道府県 

【経 費】 １，３１０ 

※ 

【調査票名】 １－企業の動向，意識に関するアンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０５４ 受理番号（旧）１０３０６０ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による製造業に属する民営事

業所（ただし，本所・本社・本店及び単独事業所） （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査

事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母５９，６８２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）本年９月１日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）１０月２５日 

【調査事項】 １．現在の大阪の景気の状況に関する認識，２．経営革新に取り組む必要性に対する認識，３．

研究・開発の重要性に対する認識，４．研究機関との交流・活用機会の状況，今後の研究機関との

交流・活用に関する意向，５．異業種交流事業への参加状況，異業種交流事業の成果に対する評価 



（３） 中止 

【調査名】 生涯学習関連事業等調査 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 地方公共団体（知事・市町村長部局）が実施している生涯学習・社会教育の実態等を把握し、今後の

関連行政の推進のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－生涯学習関連事業調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） 

【備 考】 ［中止の理由］社会教育調査の調査体系の見直しに伴い、当該調査を「社会教育調査」（指定統計第

８３号）と統合して行うこととなったため、中止するものである。 

※ 

【調査票名】 １－生涯学習関連事業調査票 

【受理年月日】 平成１７年０８月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）３０５００６ 受理番号（旧）２０２０４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地方公共団体（知事・市町村長部局）が実施する生涯

学習関連業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１４年１０月１日現在 （系統）文部省→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１４年１２月１５日 

【調査事項】 １．都道府県名，市区町村名等，２．事業の実施状況（平成１０年度間）（１）学級・講座，

（２）諸集会，（３）指導者研修事業，（４）情報提供方法等 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

(4)

83 59 81 67 58 71 54 18 25 18 25 35 11 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 3 2 1 5 3 6 3 88

(3) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 57 20 26 23 28 41 14 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 71 7 34 8 12 8 3 463

8 7 31 52 55 110 101 36 25 35 33 30 14 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 172 43 59 43 45 38 17 1000

2 2 0 0 4

(11) (3) (1)  (4) (19)

22 10 16 13 14 35 23 9 8 11 8 6 2 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 23 9 8 11 8 6 2 182

(1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 107 27 50 6 23 7 6 924

308 298 312 278 193 216 138 47 56 51 41 44 44 2026

5 2 7 10 3 2 1 1 1 1 33

3 2 6 2 2 2 2 2 2 23

(2) (3) (1) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 179 98 44 82 70 41 66 2648

(2) (3) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 325 148 102 136 114 87 113 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 183 44 63 56 90 53 37 2853

(2) (2)

102 71 77 72 54 79 52 12 22 24 17 17 29 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 4 1 2 1 1 29

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (9) (6) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 36 15 34 32 25 24 13 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (9) (6) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 277 72 119 116 135 95 82 4769

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 50 41 10 24 5 26 2 944

11 1 7 11 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 51 9 13 11 9 15 11 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (16) (7) (5) (3) (12) (3) (12) (200)

309 249 272 212 186 166 121 25 24 21 9 13 14 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (17) (7) (5) (3) (12) (4) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 222 75 47 67 24 61 38 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (2) (11) (5) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 150 46 48 45 55 30 11 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 64 16 21 20 15 34 28 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (2) (22) (9) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 214 62 69 65 70 64 39 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (5) (1) (2) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 20

65 116 168 122 122 65 37 37 19 6 16 10 26 809

30 52 84 61 61 29 20 19 10 3 8 5 13 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1397 467 480 469 449 400 312 18249

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1417 486 490 472 457 405 325 18644

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)



年（月） 備　考

９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

(4) 　 　 　

4 3 　 　 　

1 1   　

(4)

1 1 4 3

1 　 4 　 　 　 3

4 　 2 3 6   3 4

5 2 3 10 3 7

(4) 　 　 　

1 1

(4)

1 1

　 　

1 1 1 5 　 　 1 1 3

5 　 1 2 10  2 24 2 4

1

　 　

　 　

1 　 3 2 3 29 1 5 5 10 24

　 　

6 1 4 4 3 39 1 7 29 12 28

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成16年 平成17年

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省



承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

10 　 6 4 1 2 8 1 8

(2)

3 3

　

1

　

7 2 　 12   

　

7 12 6 7 13 5 8 1 1 8

1 1 2 1

7 1 　 2

1 　 2 2

(1) 　 　(2) 　

　 1 1 5 4 　 　 　 2

(1) 　 　

1 2 3 12 1 4 1 2 3 4

　 　 4 1 21 1 　 6 4

2 3 2 6 2 2 2 12 7

2 3 2 6 4 3 21 3 2 18 11

(1) 　 　

　 　 1 　

2 　 8 　 4 　

 

1 　 4 　 2 　

23 20 12 37 7 14 92 11 15 38 42 54

24 20 12 37 7 14 96 11 17 38 42 54

平成16年 平成17年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名



届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

新 規 58 54 43 39 32 27 9 1 1 5 8 8 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 59 22 22 15 23 29 15 700

中 止 6 3 7 11 6 2 1 1 2 1 1 41

新 規 358 282 367 354 355 389 199 103 84 75 63 67 72 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 141 37 40 88 29 74 62 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 23 8 8 10 4 4 7 113

新 規 105 82 85 124 139 127 55 39 36 26 28 240 371 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 64 17 12 24 24 16 12 644

中 止 1 1 5 2 8 3 1 1 3 2 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 2 1 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 263 143 122 106 99 315 447 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 266 77 76 127 78 121 90 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 37 14 11 12 10 6 10 192

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県



届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

新 規 1 1 1

国 変 更 1 　 　 1 2 4 7 　 1 4 3

中 止 1 　 1

新 規 11 9 9 3 3 3 5 9 8 6 5

変 更 9 15 3 4 1 1 1 3 4 8 8

中 止 2 1 2 1 　

新 規 3 2 2 6 3 1 1 　 2 4 3 3

市 変 更 　 2 　 1 1 1   2 2 1

中 止 1

新 規  

変 更

中 止 　 　

新 規 14 11 11 10 6 4 1 6 11 12 10 8

変 更 10 17 3 6 2 6 9 1 4 6 14 12

中 止 2 1 1 3 1 1

平成16年年（月）

実施機関名

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成17年




